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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間及び連結会計年度

に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

第一部 【企業情報】

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 6,417,565 4,413,035 7,055,885 16,009,059 14,315,795

経常利益 (千円) 342,126 76,811 538,636 1,116,978 843,197

中間（当期）純利益 (千円) 203,407 49,386 325,381 665,589 475,410

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 967,900 967,900 967,900 967,900 967,900

発行済株式総数 (株) 38,716 77,432 77,432 77,432 77,432

純資産額 (千円) 3,321,619 3,473,340 4,096,185 3,722,500 3,998,424

総資産額 (千円) 5,732,952 5,852,838 6,642,717 7,093,778 9,742,160

１株当たり純資産額 (円) 85,794.49 44,856.65 52,900.42 48,027.27 51,637.89

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 5,253.84 637.81 4,202.16 8,548.63 6,139.72

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) － － － － －

１株当たり配当額 (円) － － － 3,750 3,000

自己資本比率 (％) 57.9 59.3 61.7 52.5 41.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 626,211 720,606 △445,789 756,890 1,651,704

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △494,630 113,988 706,116 △638,899 △951,023

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △366,723 △288,920 △231,110 △367,815 △289,633

現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高

(千円) 147,229 678,067 572,645 132,355 543,440

従業員数
(外、平均臨時雇用人員)

(人)
43 

(17)
48

(17)
38

(16)
43 

(17)
41

(19)



５ 平成18年２月20日付で、普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を実施しております。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

７ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2）労働組合の状況 

労働組合は組織されておりませんが、労使関係は極めて良好であります。 

  

従業員数（人） 38 (16)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、堅調な輸出に加え、企業収益も高い水準で推移しており、設

備投資・雇用者所得が穏やかな増加基調を維持したことから、拡大基調で推移いたしました。 

 当社におきましては、ディストリビューション分野において、取り扱いメーカーの拡大とタイトルの

拡充・拡販に努めました。また、eビジネス分野の事業活動の充実にあたり、オンラインゲームチケッ

ト販売の強化に加え、ネットカフェへのオンラインゲームの拡販、イベントチケットを含めた物販の拡

大等に努めました。 

 特に、家庭用ビデオゲームソフトの新作及びリピート販売におきまして、株式会社コーエー及びグル

ープ外の製品ともに好調に推移いたしました。 

 これらの結果、当中間会計期間の売上高は70億55百万円（前年同期比59.9％増）、営業利益は３億76

百万円（同1,688.6％増）、経常利益は５億38百万円（同601.2％増）、中間純利益は３億25百万円（同

558.8％増）となり、いずれも中間期といたしましては過去最高となりました。 

 なお、売上高に占めるグループ外商品の比率は22.5％（同3.6ポイント減）となりました。 

  

 分野別の状況につきましては、以下のとおりとなっております。 

  

ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト） 売上高53億55百万円 

                             (前年同期比 25億68百万円増) 

家庭用ビデオゲームソフトの新作販売及びリピート販売ともに、好調に推移いたしました。 

新作販売におきましては、平成19年８月に発売された株式会社コーエーの「BLADESTORM 百年戦争」

（PS3用）並びに「戦国無双２ 猛将伝」（PS2用）が好調であったほか、アイディアファクトリー株

式会社の「翡翠の雫 緋色の欠片２」（PS2用）、株式会社ガストの「マナケミア～学園の錬金術士

たち～」（PS2用）等、グループ外のメーカーのタイトルも順調に推移いたしました。 

リピート販売におきましては、同年３月に発売された株式会社コーエーの「無双OROCHI」（PS2

用）、株式会社バンダイナムコゲームスと株式会社コーエーのコラボレーションによる「ガンダム無

双」（PS3用）等が、今期に入りましても順調に販売数を伸ばし売上に寄与いたしました。 

これらの結果売上高は前年同期比92.2％の増加となりました。 

  

ディストリビューション（パソコンソフト） 売上高４億68百万円  (前年同期比 70百万円減) 

平成19年９月に発売された株式会社コーエーの「信長の野望・革新パワーアップキット」、「信長

の野望・革新 with パワーアップキット」などが売上に寄与しましたが、パソコンゲームのオンライ

ン化によりｅビジネスへの移行が進んでいることなどにより、売上高は前年同期比で13.1％の減少と

なりました。 

  



ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ） 売上高12億５百万円 (前年同期比 １億51百万円増) 

オンラインゲームにおきましては、平成19年５月に「真・三國無双BB」が全てのインターネットサ

ービスプロバイダでプレイ可能となったほか、同年８月には「大航海時代Online」の拡張パック

「Cruz del Sur」のサービスが開始されたことなどから、プレイチケットが順調に販売を伸ばしまし

た。また、通信販売において、家庭用ビデオゲームソフトの売上が増加したほか、イベントチケット

販売も堅調に推移したことから、売上高は前年同期比14.4％の増加となりました。 

  

その他 売上高26百万円 (前年同期比 ７百万円減) 

    業務受託売上等によるものであります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前事業年度末に対

し29百万円増加し、５億72百万円となりました。 

当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果減少した資金は４億45百万円（前年同期は７億20百万円の増加）となり、前年同期と

比較して11億66百万円の収入減となりました。これは主に、売上債権が24億70百万円減少（前年同期は

12億23百万円の減少）したこと及び仕入債務が29億55百万円減少（前年同期は７億41百万円の減少）し

たことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果増加した資金は７億６百万円（前年同期は１億13百万円の収入）となり、前年同期と

比較して５億92百万円の収入増となりました。これは、有価証券の売却による収入が、有価証券の取得

による支出を上回ったことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果減少した資金は２億31百万円（前年同期は２億88百万円の支出）となり、前年同期と

比較して57百万円の支出減となりました。これは、支払配当金が前年同期を下回ったことによるもので

あります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社は卸売業を営んでいるため、商品の仕入実績及び販売実績を記載しております。 

(1）商品仕入実績 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト）には、家庭用ビデオゲームソフト及び周辺機器の卸

売分野の数値を記載しております。 

３ ディストリビューション（パソコンソフト）には、パソコンソフト及び周辺機器の卸売分野の数値を記載し

ております。 

４ ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ）には、ＧＡＭＥＣＩＴＹ分野（インターネットを利用した通信販売等）の

数値を記載しております。 

  

(2）販売実績 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト）には、家庭用ビデオゲームソフト及び周辺機器の卸

売分野の数値を記載しております。 

３ ディストリビューション（パソコンソフト）には、パソコンソフト及び周辺機器の卸売分野の数値を記載し

ております。 

４ ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ）には、ＧＡＭＥＣＩＴＹ分野（インターネットを利用した通信販売等）の

数値を記載しております。 

５ 売上割合が100分の10以上の取引先はありませんので、記載を省略しております。 

  

区分

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額（千円） 前年同期比（％）

ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト） 4,843,623 216.1

ディストリビューション（パソコンソフト） 440,111 96.7

ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ） 990,068 113.9

その他 － －

合計 6,273,802 175.7

区分

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額（千円） 前年同期比（％）

ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト） 5,355,659 192.2

ディストリビューション（パソコンソフト） 468,554 86.9

ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ） 1,205,401 114.4

その他 26,269 78.9

合計 7,055,885 159.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 
(注)  1 本社事務所は株式会社コーエーより賃借しており、面積は498.50㎡であります。  

    2 平成19年８月に東京支店（東京都板橋区）を本社（神奈川県横浜市港北区）に、福岡営業 

    所（福岡県福岡市東区）を大阪営業所（大阪府大阪市北区）に、それぞれ統合しておりま 

    す。 

 3 東京支店の本社統合に伴い、倉庫を日本通運株式会社池袋支店志村流通センター倉庫（東 

    京都板橋区）に移管しております。 

 4 東京支店の本社統合に伴い、株式会社リズムスターとの賃貸借契約は解除しております。 

 5 従業員数は他社から当社への出向者を含んだ就業人員であります。 

                    

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

  

事業所名     
（所在地） 設備の内容

帳簿価格（千円）
従業員数
（名） 

 
建物 車両運搬具 工具、器具

及び備品 合計

本社 営業施設 － 119 4,339 4,459 31
（神奈川県横浜市港北区)

日本通運㈱池袋支店 保管施設 － － 106 106 0
（東京都板橋区）

大阪営業所 営業施設 － － 180 180 4
（大阪府大阪市北区）

名古屋営業所 営業施設 － 119 25 144 2
（愛知県名古屋市東区）

仙台営業所 営業施設 － － 74 74 1
（宮城県仙台市太白区）

合計 － 238 4,725 4,964 38



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000

計 300,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 77,432 77,432
ジャスダック証券
取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 77,432 77,432 － －



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

－ 77,432 － 967,900 － 167,600



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券振替保管機構名義の株式が４株含まれております。また、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれておりません。 

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社コーエー 神奈川県横浜市港北区箕輪町１－18－12 66,096 85.36

コーエーネット従業員持株会 神奈川県横浜市港北区箕輪町１－23－３ 435 0.56

大野木 弘 千葉県八千代市 260 0.34

伊藤 通宏 神奈川県鎌倉市 200 0.26

依田 巽 東京都港区 142 0.18

千年 正樹 東京都港区 142 0.18

蒲沢 公命 宮城県仙台市若林区 139 0.18

松尾 弘美 大阪府河内長野市 134 0.17

吉澤 純一 栃木県宇都宮市 133 0.17

襟川 陽一 神奈川県横浜市港北区 116 0.15

計 － 67,797 87.56

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

77,432
77,428

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 77,432 － －

総株主の議決権 － 77,428 －



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

 (1）退任役員 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高（円） 209,000 175,000 164,000 157,000 153,000 143,000

低（円） 161,000 135,000 148,000 144,000 126,000 112,000

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役 － 鳥居 勉 平成19年８月31日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９

月30日まで）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当

中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人

による中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 678,067 572,645 543,440

 ２ 売掛金 1,611,875 2,108,090 4,578,288

 ３ 有価証券 251,416 369,495 1,350,482

 ４ たな卸資産 433,764 385,384 339,921

 ５ 繰延税金資産 136,530 71,887 151,456

 ６ その他 83,553 98,163 66,643

 ７ 貸倒引当金 △4,353 △4,849 △12,362

  流動資産合計 3,190,855 54.5 3,600,818 54.2 7,017,871 72.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1）建物 40 － 40

  (2）車両運搬具 529 238 448

  (3）工具、器具 
    及び備品

7,246 4,725 5,834

   有形固定資産合計 7,815 4,964 6,323

 ２ 無形固定資産

  (1）商標権 33 18 26

  (2）ソフトウェア 25,523 －
－

  (3）電話加入権 3,150 3,150 3,150

   無形固定資産合計 28,707 3,169 3,176

 ３ 投資その他の資産

  (1）投資有価証券 2,528,911 3,011,154 2,680,096

  (2）出資金 10 10 10

  (3）破産更生債権等 ※２ － －
－

  (4）長期前払費用 326 100 130

  (5）繰延税金資産 91,472 18,111 28,455

  (6）敷金保証金 4,738 4,389 6,096

   投資その他の 
   資産合計

2,625,459 3,033,766 2,714,788

  固定資産合計 2,661,982 45.5 3,041,899 45.8 2,724,288 28.0

  資産合計 5,852,838 100.0 6,642,717 100.0 9,742,160 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,972,902 2,046,934 5,002,294

 ２ 未払法人税等 36,063 123,924 298,205

 ３ 賞与引当金 19,166 15,711 18,173

 ４ ポイント値引引当金 14,011 13,183 12,928

 ５ 役員賞与引当金 － 2,338 4,945

 ６ その他 125,001 157,153 194,829

  流動負債合計 2,167,144 37.1 2,359,245 35.5 5,531,377 56.8

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 64,819 68,886 66,819

 ２ 役員退職慰労引当金 35,332 8,857 36,635

 ３ 預り保証金 112,201 109,542 108,902

  固定負債合計 212,353 3.6 187,287 2.8 212,357 2.2

  負債合計 2,379,497 40.7 2,546,532 38.3 5,743,735 59.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 967,900 16.5 967,900 14.6 967,900 9.9

 ２ 資本剰余金

  (1）資本準備金 167,600 167,600 167,600

   資本剰余金合計 167,600 2.9 167,600 2.5 167,600 1.7

 ３ 利益剰余金

  (1）利益準備金 74,375 74,375 74,375

  (2）その他利益剰余金

    特別償却準備金 378 73 146

    繰越利益剰余金 2,341,651 2,861,065 2,767,907

   利益剰余金合計 2,416,405 41.3 2,935,514 44.2 2,842,428 29.2

  株主資本合計 3,551,905 60.7 4,071,014 61.3 3,977,928 40.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

△78,564 △1.4 25,171 0.4 20,495 0.2

  評価・換算差額等合計 △78,564 △1.4 25,171 0.4 20,495 0.2

  純資産合計 3,473,340 59.3 4,096,185 61.7 3,998,424 41.0

  負債純資産合計 5,852,838 100.0 6,642,717 100.0 9,742,160 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 4,413,035 100.0 7,055,885 100.0 14,315,795 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 3,937,849 89.2 6,228,339 88.3 12,678,934 88.6

   売上総利益 475,186 10.8 827,545 11.7 1,636,860 11.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 454,114 10.3 450,654 6.4 968,266 6.7

   営業利益 21,072 0.5 376,891 5.3 668,594 4.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 有価証券利息 87,622 107,404 183,954

 ２ デリバティブ益 － 20,558 －

 ３ 為替差益 － 23,834 －

 ４ その他 622 88,244 2.0 11,134 162,932 2.3 9,450 193,405 1.3

Ⅴ 営業外費用

 １ デリバティブ損失 26,876 － 12,456

 ２ 為替差損 － － 4,540

 ３ その他 5,628 32,504 0.7 1,187 1,187 0.0 1,805 18,802 0.1

   経常利益 76,811 1.8 538,636 7.6 843,197 5.9

Ⅵ 特別利益 ※２ 7,162 0.1 7,513 0.1 －

Ⅶ 特別損失 ※３ － － － － 34,427 0.3

   税引前中間 
   (当期)純利益

83,974 1.9 546,149 7.7 808,769 5.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

※４ 42,900 134,011 360,450

   法人税等調整額 ※４ △8,312 34,587 0.8 86,756 220,768 3.1 △27,090 333,359 2.3

   中間（当期）純利益 49,386 1.1 325,381 4.6 475,410 3.3



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

特別償却準備金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 967,900 167,600 167,600 74,375 610 2,586,055

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩（注） △231 231

 剰余金の配当（注） △290,370

 役員賞与（注） △3,652

 中間純利益 49,386

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ － － － △231 △244,403

平成18年９月30日残高(千円) 967,900 167,600 167,600 74,375 378 2,341,651

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計利益剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,661,041 3,796,541 △74,040 △74,040 3,722,500

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩（注） － － －

 剰余金の配当（注） △290,370 △290,370 △290,370

 役員賞与（注） △3,652 △3,652 △3,652

 中間純利益 49,386 49,386 49,386

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△4,524 △4,524 △4,524

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△244,635 △244,635 △4,524 △4,524 △249,160

平成18年９月30日残高(千円) 2,416,405 3,551,905 △78,564 △78,564 3,473,340



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

特別償却準備金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 967,900 167,600 167,600 74,375 146 2,767,907

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩 △73 73

 剰余金の配当 △232,296

 中間純利益 325,381

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ － － － △73 93,158

平成19年９月30日残高(千円) 967,900 167,600 167,600 74,375 73 2,861,065

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

利益剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 2,842,428 3,977,928 20,495 20,495 3,998,424

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩 － － －

 剰余金の配当 △232,296 △232,296 △232,296

 中間純利益 325,381 325,381 325,381

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

－ 4,675 4,675 4,675

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

93,085 93,085 4,675 4,675 97,760

平成19年９月30日残高(千円) 2,935,514 4,071,014 25,171 25,171 4,096,185



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

特別償却準備金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 967,900 167,600 167,600 74,375 610 2,586,055

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の取崩 △231 231

 特別償却準備金の取崩（注） △231 231

 剰余金の配当（注） △290,370

 役員賞与（注） △3,652

 当期純利益 475,410

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) － － － － △463 181,851

平成19年３月31日残高(千円) 967,900 167,600 167,600 74,375 146 2,767,907

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計利益剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,661,041 3,796,541 △74,040 △74,040 3,722,500

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の取崩 － － －

 特別償却準備金の取崩（注） － － －

 剰余金の配当（注） △290,370 △290,370 △290,370

 役員賞与（注） △3,652 △3,652 △3,652

 当期純利益 475,410 475,410 475,410

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

94,536 94,536 94,536

事業年度中の変動額合計(千円) 181,387 181,387 94,536 94,536 275,924

平成19年３月31日残高(千円) 2,842,428 3,977,928 20,495 20,495 3,998,424



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前中間（当期）純利益 83,974 546,149 808,769

 ２ 減価償却費 4,196 1,009 7,181

 ３ 賞与引当金の増減額（減少：△） 123 △2,462 △869

 ４ ポイント値引引当金の増減額 
   (減少：△)

△2,085 254 △3,167

 ５ 退職給付引当金の増減額 
   (減少：△)

3,531 2,066 5,531

 ６ 役員退職慰労引当金の増減額 
   (減少：△)

△1,453 △27,777 △150

 ７ 役員賞与引当金の増減額 
   （減少：△）

－ △2,607 4,945

 ８ 貸倒引当金の増減額（減少：△） △6,499 △7,513 1,419

 ９ 受取利息、有価証券利息及び 
   受取配当金

△87,687 △114,573 △191,349

 10 投資有価証券売却損益（益：△） － － 42

 11 デリバティブ損益（益：△） 26,876 △20,558 12,456

 12 レンタル事業清算損 － － 30,495

 13 売上債権の増減額（増加：△） 1,223,917 2,470,197 △1,742,495

 14 たな卸資産の増減額（増加：△） 364,342 △46,923 454,240

 15 前渡金の増減額（増加：△） 82,885 － 82,885

 16 仕入債務の増減額（減少：△） △741,568 △2,955,359 2,287,823

 17 未払消費税等の増減額 
   (減少：△)

2,390 △10,165 20,432

 18 未払人件費の増減額（減少：△） 4,173 △3,432 3,431

 19 営業保証金の増減額（減少：△） 106 640 △3,192

 20 役員賞与の支払額 △3,652 － △3,652

 21 その他 △13,325 △49,038 73,447

小計 940,246 △220,093 1,848,225

 22 利息及び配当金の受取額 81,753 80,236 163,479

 23 法人税等の支払額 △301,393 △305,931 △360,000

  営業活動によるキャッシュ・フロー 720,606 △445,789 1,651,704

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有価証券・投資有価証券の 
   取得による支出

△160,367 △935,176 △1,905,685

 ２ 有価証券・投資有価証券の 
   売却及び償還による収入

293,039 1,641,397 973,463

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △418 △105 △537

 ４ 無形固定資産の取得による支出 △18,264 － △18,264

  投資活動によるキャッシュ・フロー 113,988 706,116 △951,023



 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金による収入 － － 430,000

 ２ 短期借入金の返済による支出 － － △430,000

 ３ 配当金の支払額 △288,920 △231,110 △289,633

  財務活動によるキャッシュ・フロー △288,920 △231,110 △289,633

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 37 △11 37

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  (減少：△)

545,711 29,205 411,085

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 132,355 543,440 132,355

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 
  (期末)残高

※１ 678,067 572,645 543,440



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1）有価証券

  ① 売買目的有価証券

    時価法（売却原価は移動平

均法により算定）

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1）有価証券

  ① 売買目的有価証券

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1）有価証券

  ① 売買目的有価証券

同左

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

 

       同左

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）

 (2）たな卸資産 

  ① 商品 

    移動平均法による原価法

 (2）たな卸資産

  ① 商品

同左

 (2）たな卸資産

  ① 商品

同左

  ② 貯蔵品 

    終仕入原価法

  ② 貯蔵品

同左

  ② 貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1）有形固定資産

   定率法

   主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物 ３年

車両運搬具 ６年

工具、器具 
及び備品

３～10年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1）有形固定資産 

   定率法 

   主な耐用年数は以下のとおり 

  であります。 

    建物       ３年 

    車両運搬具    ６年 

    工具、器具  ３～10年 

    及び備品

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1）有形固定資産 

   定率法 

   主な耐用年数は以下のとおり 

  であります。 

    建物       ３年 

    車両運搬具    ６年 

    工具、器具  ３～10年 

    及び備品

(会計方針の変更）

 法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律 平成19年３月30

日 法律第６号）及び（法人税法施

行令の一部を改正する政令平成19年

３月30日 政令第83号))に伴い、平

成19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。これ

による損益に与える影響は軽微であ

ります。

（追加情報）

 平成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用によ

り取得価格の５％に到達した事業年

度の翌事業年度より、取得価格の

５％相当額と備忘価格との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。これ

による損益への影響は軽微でありま

す。

 (2）無形固定資産 

   定額法

 (2）無形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

同左



  

 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日  
 至 平成19年９月30日)

前事業年度  
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

 (3）少額減価償却資産

   取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年間

均等償却によっております。

 (3）少額減価償却資産

同左 

 

 

 (3）少額減価償却資産

同左 

 

 

３ 繰延資産の処理方法

 (1）株式交付費

   支出時に全額費用として処理

しております。

３ 繰延資産の処理方法 

 (1）株式交付費 

       同左

３ 繰延資産の処理方法 

 (1）株式交付費 

       同左

４ 引当金の計上基準

 (1）貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、以下の方法に基づき

計上しております。

４ 引当金の計上基準

 (1）貸倒引当金

同左

４ 引当金の計上基準

 (1）貸倒引当金

同左

  ① 一般債権

    貸倒実績率法によっており

ます。

  ② 貸倒懸念債権及び破産更生

債権等

    財務内容評価法によってお

ります。

 (2）賞与引当金

   従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。

 (2）賞与引当金

同左

 (2）賞与引当金

   従業員の賞与支給に備えるた

め、次期支給見込額のうち当期

負担額を計上しております。

 (3）役員賞与引当金

     ─────

 (3）役員賞与引当金

   役員賞与の支給に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額のうち当中間会計期間負担

額を計上しております。

 (3）役員賞与引当金

   役員賞与の支給に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額に基づき計上しておりま

す。

 (4）ポイント値引引当金

   ONLINE SHOPPINGにより付与

されたポイントの使用により将

来予想される売上値引に備える

ため、過去のポイント使用実績

率に基づき、将来使用されると

見込まれる額を計上しておりま

す。

 (4）ポイント値引引当金

同左

 (4）ポイント値引引当金

同左

 (5）退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。

 (5）退職給付引当金

同左

 (5）退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務に基づき、当事業年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

 (6）役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金支給

内規に基づく当中間会計期間末

要支給額の全額を計上しており

ます。

 (6）役員退職慰労引当金

同左

 (6）役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金支給

内規に基づく期末要支給額の全

額を計上しております。



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

５ リース取引の処理方法

同左 

 

 

 

 

 

５ リース取引の処理方法

同左 

 

 

 

 

 

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金は、手許現金及び随時引

き出し可能な預金からなっており

ます。

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左

６ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

同左

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 ・消費税等の会計処理及び表示

  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 ・消費税等の会計処理及び表示

同左

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 ・消費税等の処理方法

  税抜方式によっております。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

1 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 従来の基準に基づいた場合の「資

本の部」の合計金額は3,473,340千

円であります。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の「純資産の部」につ

いては、中間財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。

     ───── 1 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

 当事業年度より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 従来の基準に基づいた場合の「資

本の部」の合計金額は3,998,424千

円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の「純資産の部」については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

     ───── ２ 重要な引当金の計上方法

 (1）役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額のうちと当中間会計期間負

担額を計上しております。

２ 重要な引当金の計上方法

 (1）役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額に基づき計上しておりま

す。

(役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会

企業会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税引前当純利益は、それぞれ

4,945千円減少しております。 

 



表示方法の変更 

  

 
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

――――― （中間損益計算書） 

 「為替差益」は、営業外収益の合計額の100分の10を

超えることとなったため区分掲記することに変更してお

ります。 

 なお、前中間会計期間につきましては、営業外費用の

「その他」に為替差損として5,477千円を計上しており

ます。

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

27,131千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

17,543千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

27,527千円

※２ 投資その他の資産の「破産更

生 債 権 等」は、貸 倒 引 当 金

7,191千円を相殺表示しており

ます。

※２ 投資その他の資産の「破産更

生債権等」は、貸倒引当金 

12,234千円を相殺表示しており

ます。

※２ 投資その他の資産の「破産更

生 債 権 等」は、貸 倒 引 当 金

14,698千円を相殺表示しており

ます。



(中間損益計算書関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 当社の売上高及び営業費用

は、通常の営業の形態として、

ゲームソフトの売上が、クリス

マス等の年末及び３月に増加す

るため、事業年度の上半期の売

上高及び営業費用と下半期の売

上高及び営業費用との間に著し

い相違があり、上半期と下半期

の業績に季節的変動がありま

す。

※１     同左 ―――――

※２ 特別利益の項目

貸倒引当金 
戻入益

7,162千円

※２ 特別利益の項目

貸倒引当金
戻入益

7,513千円

―――――

――――― ――――― ※３ 特別損失の項目    

    レンタル事業清算損  

            30,495千円 

    貸倒損失     3,932千円

※４ 税効果会計

   当中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当期

において予定している利益処分

による特別償却準備金を調整し

て、当中間会計期間に係る金額

を計算しております。

――――― ―――――

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,489千円

無形固定資産 2,706千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,002千円

無形固定資産 7千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 3,047千円

無形固定資産 4,133千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

(1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

(2）新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はございません。 

  

(3）配当に関する事項 

配当金支払額 

 
  

前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

発行済株式

  普通株式 77,432 － － 77,432

合計 77,432 － － 77,432

自己株式

  普通株式 － － － －

合計 － － － －

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当金

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 290,370 3,750 平成18年３月31日 平成18年６月23日



次へ 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

(1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

(2）新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はございません。 

  

(3）配当に関する事項 

配当金支払額 

 
  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(2）新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はございません。 

  

(3）配当に関する事項 

①配当金支払額 

 
②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
  

前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

発行済株式

  普通株式 77,432 － － 77,432

合計 77,432 － － 77,432

自己株式

  普通株式 － － － －

合計 － － － －

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当金

(円)
基準日 効力発生日

平成19年６月22日 
定時株主総会

普通株式 232,296 3,000 平成19年３月31日 平成19年６月25日

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

発行済株式

  普通株式 77,432 － － 77,432

合計 77,432 － － 77,432

自己株式

  普通株式 － － － －

合計 － － － －

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当金

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 290,370 3,750 平成18年３月31日 平成18年６月23日

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月22日 
定時株主総会

普通株式 232,296 利益剰余金 3,000 平成19年３月31日 平成19年６月25日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び 
預金勘定

678,067千円

現金及び 
現金同等物

678,067千円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

現金及び
預金勘定

572,645千円

現金及び
現金同等物

572,645千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び 
預金勘定

543,440千円

現金及び 
現金同等物

543,440千円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 事業の内容に照らして重要性が乏

しく、リース契約１件当たりの金額

も3,000千円以下であるため、中間

財務諸表等規則第５条の３において

準用する財務諸表等規則第８条の６

第６項の規定に基づき、注記を省略

しております。

同左  事業の内容に照らして重要性が乏

しく、リース契約１件当たりの金額

も3,000千円以下であるため、財務

諸表等規則第８条の６第６項の規定

に基づき、注記を省略しておりま

す。



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日現在) 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) １ 債券（国債・地方債等）には複合金融商品（契約額USD2,000千）が含まれており、その組込デリバティブ損

失26,876千円は中間損益計算書の営業外費用に計上しております。 

２ 減損処理の判断に係る基準は以下のとおりです。 

有価証券の時価が、下記条件に合致する場合、時価が著しく下落したものと判断し、回復可能性判断基準と

その他時価に影響する諸要因を検討し、時価が回復すると合理的に判断できる場合を除いて減損処理を行

う。 

① 評価日において時価が簿価に対して50％以上下落した場合 

② 評価日において時価が簿価に対して30％以上下落しており、かつ評価日以前３ヶ月間の平均時価が簿価

に対して30％以上下落している場合 

回復可能性判断基準 

有価証券の発行会社が債務超過である場合、または２期連続経常損失を計上している場合は、回復可能性

が無いものとして減損処理を行う。 

  

区分 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 － － －

(2）債券

 ① 国債・地方債等 2,062,187 1,940,220 △121,966

 ② 社債 588,750 585,196 △3,553

 ③ その他 － － －

(3）その他 100,550 94,470 △6,080

計 2,751,487 2,619,887 △131,599



当中間会計期間末(平成19年９月30日現在) 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) １ 債券（国債・地方債等）には複合金融商品（契約額USD2,000千）が含まれており、その組込デリバティブ益

20,558千円は中間損益計算書の営業外収益に計上しております。 

２ 減損処理の判断に係る基準は以下のとおりです。 

有価証券の時価が、下記条件に合致する場合、時価が著しく下落したものと判断し、回復可能性判断基準と

その他時価に影響する諸要因を検討し、時価が回復すると合理的に判断できる場合を除いて減損処理を行

う。 

① 評価日において時価が簿価に対して50％以上下落した場合 

② 評価日において時価が簿価に対して30％以上下落しており、かつ評価日以前３ヶ月間の平均時価が簿価

に対して30％以上下落している場合 

回復可能性判断基準 

有価証券の発行会社が債務超過である場合、または２期連続経常損失を計上している場合は、回復可能性

が無いものとして減損処理を行う。 

  

区分 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 95,046 145,359 50,313

(2）債券

 ① 国債・地方債等 2,428,941 2,433,044 4,102

 ② 社債 588,750 570,916 △17,833

 ③ その他 － － －

(3）その他 100,550 106,130 5,580

計 3,213,287 3,255,450 42,162



前事業年度末(平成19年３月31日現在) 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) １ 債券（国債・地方債等）には複合金融商品（契約額USD2,000千）が含まれており、その組込デリバティブ損

失12,456千円は損益計算書の営業外費用に計上しております。 

２ 減損処理の判断に係る基準は以下のとおりです。 

有価証券の時価が、下記条件に合致する場合、時価が著しく下落したものと判断し、回復可能性判断基準と

その他時価に影響する諸要因を検討し、時価が回復すると合理的に判断できる場合を除いて減損処理を行

う。 

① 評価日において時価が簿価に対して50％以上下落した場合 

② 評価日において時価が簿価に対して30％以上下落しており、かつ評価日以前３ヶ月間の平均時価が簿価

に対して30％以上下落している場合 

回復可能性判断基準 

有価証券の発行会社が債務超過である場合、または２期連続経常損失を計上している場合は、回復可能性

が無いものとして減損処理を行う。 

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

複合金融商品の組込デリバティブ契約額等及び評価損益は「有価証券関係」の注書きにて開示してお

ります。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

複合金融商品の組込デリバティブ契約額等及び評価損益は「有価証券関係」の注書きにて開示してお

ります。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

複合金融商品の組込デリバティブ契約額等及び評価損益は「有価証券関係」の注書きにて開示してお

ります。 

  

  

区分 取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 95,046 153,052 58,006

(2）債券

 ① 国債・地方債等 2,079,776 2,059,698 △20,078

 ② 社債 588,750 587,652 △1,097

 ③ その他 － － －

(3）その他 100,550 98,050 △2,500

計 2,864,123 2,898,454 34,331



(持分法損益等) 

前中間会計期間末(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２ １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 44,856円65銭 １株当たり純資産額 52,900円42銭 １株当たり純資産額 51,637円89銭

１株当たり 
中間純利益金額

637円81銭
１株当たり 
中間純利益金額

4,202円16銭
１株当たり
当期純利益金額

6,139円72銭

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益 
(千円)

49,386 325,381 475,410

普通株主に帰属しない金額
(千円)

－ － －

普通株式に係る中間 
(当期)純利益（千円）

49,386 325,381 475,410

普通株式の 
期中平均株式数(株)

77,432 77,432 77,432



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第15期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月25日関東財   

  務局長に提出。 

  (2）有価証券報告書の訂正報告書 

  訂正報告書(上記(1）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年11月14日関東財務局長に提  

  出。 

   



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月21日

株式会社コーエーネット 

(登記社名：株式会社光栄ネット) 

  

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社コーエーネットの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第15期事業年度の中間会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社コーエーネットの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  沖     恒  弘  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  湯  口     豊  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に印刷された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月20日

株式会社コーエーネット 

(登記社名：株式会社光栄ネット) 

  

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社コーエーネットの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第16期事業年度

の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社コーエーネットの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  沖     恒  弘  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  湯  口     豊  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に印刷された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。
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